
 

 【消費税アップ】 基本から学びなおす 

消費税転嫁対策特別措置法 
      の対策実務 

・ 法務、コンプライアンス、営業、調達部門等のご担当ならびに上記テーマにご関心のある方 
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   きっかわ法律事務所   パートナー弁護士      貞  嘉 徳  氏 

●日 時●２０１９年 ７月９日（火） １３：３０～１６：３０ 

●会 場●企業研究会セミナールーム（東京･麹町） 東京メトロ麹町駅より徒歩 5分 

関係法令・改正ガイドラインの解説、違反事例の徹底分析、 
実務対応のポイントなど必要な知識を網羅 

消費税転嫁対策特別措置法の対策実務 191317-0303 

（税込み、資料代 含む） 

〔講師ご略歴〕 

2006 年弁護士登録。2003 年同志社大学卒業。2012 年オランダ王国ライデン大学 LLM 修了（EU 及び国際

取引法）。主な取扱分野は、国際取引、M&A、競争法、コンプライアンス。2010 年にミュンヘン大学で EU
法に触れたことがきっかけとなり、欧州に留学する。LLM 終了後、EU 法の執行拠点であるブリュッセル

においてドイツのトップローファームで競争法を中心に主に日系企業をサポート。国際経験を活かして多

様な角度から丁寧に事案を分析し解決に導くことをモットーとしている。 
  

●開催要領● 

講 師 紹 介 

●ご参加頂きたい方● 

 
〒102-0083 千代田区麹町 5-7-2 麹町 MFPR 麹町ビル 2F 

TEL 090-6797-1511（鈴木）・03-5215-3511（代表） 

E-mail a-suzuki@bri.or.jp／FAX 03-5215-0951 



 
 

【消費税アップ】 基本から学びなおす 

消費税転嫁対策特別措置法の対策実務 
【開催にあたって】 
 
二度の延期の末、この 10 月 1 日から消費税率が 10%になります。2013 年に 5%から 8%へ引き上げられ

た際に、消費税のスムーズな転嫁を目的として、消費税転嫁対策特別措置法が整備されました。以来、 

公正取引委員会による活発な法執行がなされ、多数の違反事例が公表されてきました。本年に入ってか

らも、複数の違反事例が公表され、また、ガイドラインも改正されるなど、当局の積極的な姿勢と増税後

の執行に向けた意気込みを感じ取ることができます。 

 本セミナーでは、いちから消費税転嫁対策特別措置法の基本を学び直すと同時に、豊富な違反事例の

集積を踏まえた傾向の分析、改正ガイドライン解説など、消費税アップに万全に備えるための知識を 

習得していただきます。 

 

 

月日 時間 内   容 
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月 
 
 
9 
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（火） 
 

 

 
13:30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
途中 
休憩 
あり 
 
 
 
 
 
 
 
16:30 

 
１ 消費税転嫁対策特別措置法とは 
（１）下請法との関係 
（２）基本概念の整理 
   特定事業者、特定供給事業者、勧告制度 
（３）禁止行為 
   転嫁拒否行為とは 
   転嫁阻害表示とは 
（４）例外対応 
   転嫁カルテル・表示カルテルの容認 
   総額表示義務の免除 
 
２ 改正ガイドライン 
（１）改正ガイドラインの概要 
（２）パブリックコメントによる変更点 
 
３ 違反事例の分析 
（１）法執行の全容 
（２）個別事例の検討 
（３）違反事例から読み取れる執行当局の動向 
 
４ 実務対応のポイント 
 
 
講  師  きっかわ法律事務所  パートナー弁護士   貞  嘉 徳  氏 


